
データヘルス計画書（健保組合共通様式） 

【参考事例】 

計画策定日：平成  年  月  日 

最終更新日：平成  年  月  日 

＊データヘルス計画書（健保組合共通様式）【参考事例】は、健康保険組合の皆様にデータヘルス計画の策定における手順を具体的にイメージしてもらい、計画策定

を円滑に進めていただくためのものです。これらの計画書を参考にする際には、以下の点についてご留意ください。 
 

（１）事例は、それぞれの健康保険組合の形態や規模、加入者の属性のみでなく、これまで実施してきた取組等を踏まえて作成されていることから、特定の事例の記載内容を一律に模倣 

  するのではなく、各健康保険組合の実情に応じた独自のデータヘルス計画を策定すること 

（２）計画の策定に係る基本的な考え方についての理解を深めるために、｢データヘルス計画の作成の手引き｣等についても併せて参考にすること 

（３）事例はすべての健康保険組合に先行して作成しているため、項目の記載時点は、入力用ツールに記載されている時点とは異なる場合があるが、計画書に記載すべき各記載項目の 

  時点については、「データヘルス計画書（健保組合共通様式）に関する記載要領」等に則って入力すること 

（４）成果（アウトカム）目標および事業量（アウトプット）目標ならびに事業目的の設定については、事例を参考としながら可能なかぎり自組合で評価可能な客観的な指標を用いること 



28459 - エスアールエルグループ健康保険組合

組合コード

組合名称

形態 非常勤
被保険者数 （平成26年3月末現在

注）
　* 特例退職被保険者を除く。

特例退職被保険者数

加入者数（平成26年3月末現在 注） 13,123名

適用事業所数

対象となる拠点数

保険料率（平成26年度 注）*調整を含む。

全体 被保険者 被扶養者

特定健康診査実施率（平成25年度） 89.4% 94.2% 67.3%

特定保健指導実施率（平成25年度） 5.4% 6.0% 0.0%

8,640

8,850

38,649

112,270

1,840

7,237

177,486

3,334,350

5.32

　（注）記載要領参照

a/b×100 （%）

小計　…a

985

経常支出合計（千円）　…b　

28459

8,769名

男性39.0%（平均年齢42.5歳）*

女性61.0%（平均年齢40.2歳）*

0名

エスアールエルグループ健康保険組合

単一

434ヵ所

94.0‰

21ヵ所

特定保健指導事業費

保健指導宣伝費

疾病予防費

体育奨励費

直営保養所費

特定健康診査事業費

その他

1,009

4,407

12,803

210

常勤

健康保険組合と事業主側の医療専門職

（平成26年4月1日現在）

保

健

事

業

費

予算額（千円）

(平成26年度 注)

被保険者一人当たり金額

（円）

20,240

0

健保組合

825

0

18産業医

事業主

0

0顧問医

0

0

保健師等 0

保健師等 0

STEP１-１ 基本情報 「全健保組合共通様式」 

１．被保険者の比率・女性の比率・中年層の比率が高い特徴があり、その値が年々上昇している。 

２．男性は45～49歳、女性は40～44歳の中年層にボリュームゾーンがあり、加入者の平均年齢の上昇により、疾病リスクが高まりつつある。 

３．当健保組合に医療専門職は不在であり、事業主においても産業医は非常勤契約医のみで、常勤医療専門職は不在である。 
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男性（被保険者） 男性（被扶養者） 女性（被保険者） 女性（被扶養者） 
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28459 - エスアールエルグループ健康保険組合

8,1 9,1 10,3 13,7 20,2 22,0 23,1 24,0 26 41

資格
対象

事業所
性別 対象者

特

定

健

康

診

査

事

業

1 特定健康診査

【目的】特定健診実施率を高める

【概要】被保険者は事業主の法定健診時に実

施し健診結果を共有。

被扶養者は被保険者を通じた受診案内送付。

未受診被扶養者に対し個別受診案内実施。

被保険者

被扶養者
全て 男女 40 ～ 74 全員 8,640 5

特

定

保

健

指

導

事

業

3 特定保健指導

【目的】メタボリックシンドローム該当者の減少

【概要】メタボリックシンドローム該当者と予備軍

への個別面談による特定保健指導の実施。

被保険者

被扶養者
全て 男女 40 ～ 74

基準

該当

者

8,850 3

4 広報活動

【目的】紙面情報提供による健康意識向上

【概要】機関誌は、広報や公告、情報提供とし

て、健康情報誌は、毎月又は隔月で時期に応

じた健康トピックスやライフスタイルの提案として、

育児情報誌は、出産後の育児支援として情報

提供。

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74 全員 17,526 5

4 健康ポータルサイト

【目的】WEBによる健康情報の提供

【概要】ICTを活用し、健康医療情報を本人に

タイムリーに提供する。いつでも携帯端末で健康

活動に必要な情報を見ることができ、加入者個

人毎の健康増進に資する自発的な活動を推

奨、支援する。

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 6,443 3

健診未実施の配偶者者に実施状

況確認と督促を行い、従来より実

施率約13ポイント向上。

自宅近くの健診可能施設を紹介し

て実施人数を拡大。

健診実施方法の拡大に、紙による

申込みの他、H26年度よりWEB申

込窓口設置。

保

健

指

導

宣

伝

健康ポータルサイト「MY HEALTH

WEB」初回登録者約1000名。

乳がん検診意識調査実施。

医療費とジェネリック医薬品推奨を

WEB通知し、コスト意識を喚起。

個人の健康ポータルサイトは、登録

者からは好評。

ポイントで健康行動にフィードバック

できることは、これまで健保を意識し

なかった人へも訴求。

登録者を増加させる。

登録者を増やすきっかけづくり。

健保組合の取組

予算

科目

注1)

事業

分類

事業名 事業の目的および概要

振り返り

H25年度特定保健指導対象者

553名。内、指導終了者54名。

機関誌　年3回。

健康情報誌「ジャストヘルス・すこや

かファミリー」（通年）。

育児情報誌「赤ちゃんとママ・同お

誕生号・お医者さんにかかる前に」

（出産加入者）。

常深夜勤務者に対応するため、事

業者の協力を得て午前１時～５

時に保健指導を実施。

体成分測定（InBody）を行い、

体質を考慮した保健指導を実施。

食事、運動の他、アンチエイジング

等を加え、指導メニューを多様化。

タブレット端末によるテレビ電話方式

の面談を導入。

機関誌は基本オリジナル編集で、健

保マスコットキャラクターを用意し、ビ

ジュアル化。

健康情報誌は直接自宅へ届く配

送物として封筒も広告に活用。

赤ちゃんとママ誌関連は、読者アン

ケート高評価。

被保険者の結果回収20事業所。

内、19事業所XMLデータ提供。

（H25実施率87.0％）

H26年度は被扶養者100％に健

診実施案内を個別送付。

H24より健診未実施の被扶養配

偶者に対し受診勧奨。

（H25対応294名、受診123名

被扶養者受診率　H23、58.0％

H24、71.2％　H25、72.2％）

実施状況・時期 成功・推進要因

注2)

評価年齢

対象者
事業費

(千円)

健診結果が入手できていな加入者

の結果入手拡大。

自宅近くに健診可能施設、機関が

ない加入者への対応。

個別健診対応すると従来より１人

当たりのコストが高額になる。

課題及び阻害要因

事業所健診の多くが年度後半に

行われるため、健診結果入手が遅

れ、年度内の保健指導開始に影

響。

メタボ基礎疾患を持つ方へ重症化

予防対策を始めたが、これまで特

定保健指導対象として案内してき

た対象者が含まれるため、分類が

必要。

STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 
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28459 - エスアールエルグループ健康保険組合

STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 

4
インセンティブポイン

トの付与

【目的】インセンティブ付与による健康増進支援

【概要】健康優良者への褒章やウォーキングラ

リー参加等、健康活動に対するインセンティブとし

て、ポイントを付与。

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 3,640 4

1

事業所健康診断

補助、被扶養者

（主婦）健診、

任意継続被保険

者健診

【目的】加入者の健診実施

【概要】被保険者の事業所健診時に人間ドック

と同等の項目を付加し、自己健康管理を促す。

35歳以上被扶養者に被保険者と同等（女性

は婦人科がん検診含）に実施し、自己健康管

理を促す。

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 44,982 5

1 がん検診

【目的】がん検診の実施

【概要】被保険者法定健診に便潜血やＰＳＡ

等のがん検診項目を実施。

主婦健診時にがんスクリーニング検査「アミノイン

デックス」を実施。

35歳以上被保険者の希望者に、乳がん、子宮

がん、肺がん検診実施。

被保険者

被扶養者
全て 男女 35 ～ 74

基準

該当

者

39,760 3

5
前期高齢者健康

支援

【目的】前期高齢者の健康調査の実施

【概要】前期高齢者該当前を含む６３歳以上

の加入者を対象に、健康調査と電話相談を実

施。対象者の状態把握を行う。

被保険者

被扶養者
全て 男女 63 ～ 74

基準

該当

者

1,100 3

3 歯科健診

【目的】口腔保健指導の実施

【概要】歯石除去、口腔清掃、口腔衛生教育

と正しいブラッシング指導を実施。口腔の健康意

識向上につなげる取り組み。

被保険者
一部の事

業所
男女 18 ～ 74 全員 5,216 3

3 重症化予防

【目的】データを活用した重症化予防の実施

【概要】メタボ基礎疾患を持つ母集団に対し、

脳や心臓、腎臓等の重大疾病発症の防止策を

個別に支援指導。

夫婦同時支援を含む生活改善指導。

被保険者

被扶養者
全て 男女 40 ～ 74

基準

該当

者

30,800 2

疾

病

予

防

人間ドック受診より時間的に効率的

であり費用面でも効果的。

女性被扶養者はがん検診を同時に

実施でき、受診動機にも効果的。

保

健

指

導

宣

伝

H25年度の実施は、被扶養者主

婦健診時のアミノインデックス実施

372名。被保険者乳がん、子宮が

ん、肺がん検査受診980名。（被

保険者の便潜血やＰＳＡ等は事

業所健診追加項目と同じ実施状

況）

女性配偶者のがん検診は健診時に

同時実施しており比較的高受診

率。

がん疾患に占める乳がん比率が高

いため乳がんに特化したアンケートを

実施し、全体の実態把握ができた。

乳がん検診車による事業所検診で

受診を促した。

157名を対象に平成26年度より

開始。

書面によるアンケートと希望者への

健康相談を実施。

保険証未使用に健康活動インセン

ティブのポイント付与。

バーチャルウォーキングラリーの達成

歩数によりポイント付与。

WEB登録のきっかけとして活用。

紙の案内等が削減でき、運営が高

効率化した。

スマートフォンに対応している。

H25年度は、主要事業所(14施

設）希望者　756名に実施。

H25重症化予防対策で選定した

対象者は399名。

教育入院57名中5名実施。

保健指導175名中121名実施。

家族プログラム40名中2名実施。

未健診127名中55名実施。

H25年度よりメタボ重症化予防の

個別指導を開始し、対象者へは自

宅等へ個別連絡した。

全てのプログラムを外部事業者にて

実施した。

実施者が少ないと期待する医療費

削減効果が得られないため、コラボ

ヘルスで事業主を巻き込み、対象

者の参加率を上げる対応が必要。

H25年度の実施は、39歳以下の

被保険者追加項目4,037名。

40歳以上の同追加項目3,272

名。

35歳～39歳の被扶養者95名。

特定健診以外の任継者8名。
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28459 - エスアールエルグループ健康保険組合

STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 

5 健康無料相談

【目的】健康相談窓口開設

【概要】無料電話により日常気になることや不安

を解決するための相談窓口を提供。

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74 全員 1,211 5

1 人間ドック

【目的】人間ドックの実施

【概要】40歳以上5歳刻みの区切り年齢に該

当した方に、健康に特に不安がなくとも、健康の

振り返りを促すもの。

被保険者 全て 男女 40 ～ 70 全員 1 5

7 体育補助

【目的】運動実施時費用の補助

【概要】個人または団体のスポーツイベント等参

加補助の実施
被保険者 全て 男女 18 ～ 74 全員 1,000 3

7 ウォーキングラリー

【目的】ウォーキングラリーの実施

【概要】春と秋の2回、ウォーキングによる健康行

動支援を実施。達成歩数によりインセンティブポ

イント付与。

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 2,000 4

直

営

保

養

所

そ

の

他

7 契約保養施設

【目的】加入者の心身の保養

【概要】契約保養施設の提供。契約事業者割

引窓口の案内。

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74 全員 7,037 5

(

予

算

措

置

な

し

)

事業所で実施する法定健診におい

て人間ドックと同等の検査項目を

追加実施しているため、重ねて健

診を受ける申し出は実質ゼロ。

疾

病

予

防

H26は紙面からWEB版バーチャル

ウォーキングラリーに移行。

春は153名、秋は148名実施（1

日1万歩目指し60日開催）。

H25年度までは、終了時に参加賞

の品物を送付していたが、WEB化

により健康行動に対するインセンティ

ブポイントを付与した。

体

育

奨

励

運動による職場等団体のレクレー

ションに活用実績あり。

個人では、マラソンやスポーツ施設

利用の運動申請が多い。

旅行の割引案内。

他法人保養施設の契約利用。

夏期の保養施設宿泊費負担。

医療、健康、育児等の電話による

健康相談を通年実施。

H25年度スポーツイベント等参加

への補助申請実施　67件。

保険証裏面に移植意思保護兼相

談フリーダイヤルシール貼付を案内。

機関誌等で利用方法の広報。

健康情報誌の送付封筒に広告。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 
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28459 - エスアールエルグループ健康保険組合

STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 

新入社員研修の自己管理と生活習慣教育
被保険者 男女 18 ～ 25 有

労働安全衛生法による実施 被保険者 男女 18 ～ 74 有

ＲＩ、有機溶剤、特定化学物質、深夜業務 被保険者 男女 18 ～ 74 無

反復作業に伴う頸肩腕障害の

発症防止
被保険者 男女 18 ～ 74 無

定年再雇用を含む雇入時に実施 被保険者 男女 18 ～ 74 無

要注意者の結果の把握、生活習慣指導 被保険者 男女 18 ～ 74 無

個別面談による復職判断と支援 被保険者 男女 18 ～ 74 無

休職からの復帰後の支援 被保険者 男女 18 ～ 74 無

長時間残業の把握、注意喚起 被保険者 男女 18 ～ 74 無

職場の作業環境等の把握 被保険者 男女 18 ～ 74 無

通勤災害や労働災害の共有と注意喚起 被保険者 男女 18 ～ 74 有

　注１）　１．健康診査 　　２．健康診査後の通知　　３．保健指導　　４．健康教育　　５．健康相談　　６．訪問指導　　７．その他

　注２）　１：３９％以下　　２：４０％以上　　３：６０％以上　　４：８０％以上　　５：１００％以上

安全衛生委員会 人事部・管理主幹・産業医・職場・健保

長時間残業の制限

職場巡視 産業医と管理部署による巡視

傷病による休職者の復帰判定 復職の可否を判断

予約カウンセリング メンタル不調者への対応

雇入時健診

定期健診有所見者の個別指導

特殊健康診断 法に定められた特定の作業環境従事者

頸腕健診 定期健診の問診により個別実施

健康教育 入社時集合研修時に労務上諸注意実施

定期健康診断 集合又は施設によって実施 法による実施のほか、健保指定項目

課題及び阻害要因

振り返り

成功・推進要因実施状況・時期

事業主の取組

事業名 事業の目的および概要
共同

実施資格 性別 年齢

対象者

被扶養者の特定健診結果未回収者へ個別案内と事情確認を行い、状況を確認できたことは有効であった。 

過去2年の個別対応の結果、H26年度は初回の申込みでH25年度の実施率を超えており、健診実施率向上へ繋がった。 

特定保健指導効果を挙げるために、新規該当者の指導を確実に実施する必要がある。また、時間等の制約排除にICTを活用した初回面談は有効。 

健康ポータルサイトは、個人登録数を増やすことが施策効果上げるために重要なことから周知と利用拡大が必要。 

健康情報誌は、個人宅に健保から届く唯一の媒体であるため、広報宣伝媒体として有効。 

メタボ重症化予防の取組みは、実施者数の確保は必須。また、加入者と加入事業所の有益性を念頭に、データヘルス計画に則ってコラボヘルスを検証する。 
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28459 - エスアールエルグループ健康保険組合

STEP１-３ 基本分析で現状を把握する ①レセプト（コスト）分析の概要 
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28459 - エスアールエルグループ健康保険組合

STEP１-４ 基本分析で現状を把握する ①レセプト（コスト）分析の概要 

9/18



28459 - エスアールエルグループ健康保険組合

STEP１-５ 基本分析で現状を把握する ②健診（リスク）分析の概要 
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28459 - エスアールエルグループ健康保険組合

STEP１-６ 基本分析で現状を把握する ②健診（リスク）分析の概要 
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28459 - エスアールエルグループ健康保険組合

STEP１-７ 基本分析で現状を把握する ②健診（リスク）分析の概要（優先付） 
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28459 - エスアールエルグループ健康保険組合

基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 

STEP２ 健康課題の抽出 「全健保組合共通様式」 
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28459 - エスアールエルグループ健康保険組合

基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 

STEP２ 健康課題の抽出 「全健保組合共通様式」 

特徴 対策検討時に留意すべき点 

基
本
情
報 

保
健
事
業
の
実
施
状
況 

・女性比率・中年層比率が高く、その値が年々上昇している。 

・男女とも４０歳代中年層にボリュームゾーンがあり、平均年

齢の上昇により、疾病リスクが高まっている。 

・健保に医療専門職が不在。 

・女性比率が多く、メタボの系疾患のみならず、乳がんをはじめとした女性労働年齢に

特有の疾患対策が必要となる。 

・中年層の割合が高く、年々ボリュームが50歳代に近づきつつあることから、男性のみな

らず女性のメタボ系重症疾患の動向をつかむ必要がある。 

・被扶養者率は0.5程度と比較的低いため、保険料を納める加入者割合は高いとい

えるが、一方で標準報酬は健保連平均より低く、財政状況は厳しいため、支出は効

果的にしたい。 

・特定健診実施率は、被扶養者の実施率改善により向上。 

・特定保健指導効果は、新規該当者の指導を確実に実施す

る。 

・健康ポータルサイトは、個人登録数を増やすことが重要。 

・メタボ重症化予防は、コラボヘルスの検証と実施者数が課

・被扶養者の特定健康診査実施率を引続き向上させる取り組みを行う。 

・健康ポータルサイトの登録増加で運営を効率化し、重要施策を確実に実施する。 

・コラボヘルスの検証、メタボ系重症化予防強化、ICT活用等、従来にない工夫をす

る。 
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28459 - エスアールエルグループ健康保険組合

資格
対象

事業所
性別 対象者 平成27年度 平成28年度 平成29年度 アウトプット アウトカム

9,0 9,0 9,0 9,0 9,0 9,0 9,1 10,0 7 11 20

そ

の

他

7
新

規
健康スコア

【目的】健康スコアによるコラボヘルス

【概要】事業所別に加入者の健康状態をスコ

ア化したものを開示。初回は現状把握により

意識啓発を目的とし、徐々に計画策定に利

用するツールとして根付かせていく。

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 3

モデル事業所を定め健康スコア運

用を開始。

モデル事業所を増やし、健康

スコア運用事業所へ、健康ス

コア向上計画策定できるよ

う、協同で取り組む。

加入事業所全体に健康スコ

アを開示し、健康スコア向上

計画策定できるよう、協同で

取り組む。

ほとんどの事業所で健康スコア

向上の数値目標化目標を策

定する。（16事業所以上）

個々の事業所が改善目標と

した健康スコアに取り組み、

好転変化を数値で確認でき

る。

13,0 13,0 13,6 19,0 19,0 19,0 19,0 19,0

4
既

存
健康ポータルサイト

【目的】WEBによる健康情報の提供

【概要】ICTを活用し、健康医療情報を本人

にタイムリーに提供する。いつでも携帯端末で

健康活動に必要な情報を見ることができ、加

入者個人毎の健康増進に資する自発的な

活動を推奨、支援する。

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 1

健診のWEB申込、ウォーキングラ

リー、医療費通知、ジェネリック推

奨通知等を活用し、活用拡大に

継続して取り組む。

取り組みを継続。 取り組みを継続。

WEBによる情報展開と収集

の仕組みによる、健康ポータル

サイトの活用。

WEBから利用登録できる各

種窓口の増設。

－

4
既

存
広報活動

【目的】紙面情報提供による健康意識向上

【概要】機関誌は、広報や公告、情報提供と

して、健康情報誌は、毎月又は隔月で時期

に応じた健康トピックスやライフスタイルの提案

として、育児情報誌は、出産後の育児支援と

して情報提供。

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74 全員 1

機関誌、健康情報誌の発行を行

い、紙面による情報提供と健康提

案を発信。

取り組みを継続。 取り組みを継続。

健保運営情報と健康保持増

進情報を、必要な人に届けら

れる紙面を発行。

機関誌は年3回発行、健康

情報誌は自宅配送を継続す

る。

健康情報誌は広報媒体とし

て見易さや開封する工夫を

加える。（健保マスコットキャ

ラクターによるビジュアル化、

封筒も広告に活用等。）

4
既

存

MY HEALTH WEBの

閲覧率向上

【目的】健康情報提供

【概要】健康行動にインセンティブポイントの付

与しWEB上で利用させる。各種イベント実施

をきっかけにWEBにからめ閲覧率を向上させ

る。

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 1

実施→評価→準備→実施・・・を

イベントごとに繰り返し効果を確

認。

取り組みを継続。 取り組みを継続。

MY HEALTH WEBの利用

促進。

WEB活用の指標としてウォー

キングラリー登録の推移を確

認。

健康ポータルサイト利用の定

着（2500ユーザー以上）

4
既

存

インセンティブポイントの付

与

【目的】健康インセンティブポイントの導入

【概要】健康優良者への褒章やウォーキングラ

リー参加等、健康行動に対するインセンティブ

として、ポイントを付与。

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 1

ポイント付与のイベントを、紙面で

の案内とWEBへの誘導を平行し

て実施。

ポイント付与のイベントに限

り、原則、紙面での案内を廃

止する。

取り組みを継続。

健康行動の促進。

健康人（健診データ所見な

し、年間レセプトなし）の増

加。

健康人の10％が品物をポイ

ント交換。

7
新

規

ジェネリック変更の電話督

促

【目的】ジェネリック医薬品への切り替え

【概要】ジェネリック医薬品への切り替えを徹

底するため、除外を除く一定額以上対象者

に電話による意識付けを実施。

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74

基準対

象者
1

対象を選定し、電話督促を実施

する
効果と継続について検討 効果と継続について検討 対象者全員に架電を実施。

対象者の30％以上が切り替

えを実施。

4
新

規
健康フェア

【目的】保健指導の導引セミナー

【概要】重症化予防等の保健事業を推進す

るため、簡単な運動と健康食の試食体験セミ

ナーを実施。保健事業を紹介し、健康を考え

るきっかけとする。

被保険者

被扶養者
全て 男女 40 ～ 74

基準対

象者
3 モデル事業所を定め、試行実施。

実施する事業所の範囲を拡

大。

事業所と協同して、重症化

予防の他、健康スコア目標と

も連動。

年１回以上の開催。

健康フェアに参加者した要所

見者の50％が重症化予防

プログラムを実施。

職場環境の整備

年齢

加入者への意識づけ

保

健

指

導

宣

伝

目標（達成時期　：　平成29年度末）
予算

科目
事業名 事業の目的および概要

注２)

実施

主体

対象者 実施計画注１)

事業

分類

STEP３ 保健事業の実施計画 「全健保組合共通様式」 
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28459 - エスアールエルグループ健康保険組合

資格
対象

事業所
性別 対象者 平成27年度 平成28年度 平成29年度 アウトプット アウトカム年齢

目標（達成時期　：　平成29年度末）
予算

科目
事業名 事業の目的および概要

注２)

実施

主体

対象者 実施計画注１)

事業

分類

STEP３ 保健事業の実施計画 「全健保組合共通様式」 

22,3 25,1 26,0 26,13 39,2 41,0 41,1 42,0

1

既

存

(

法

定

)

特定健康診査

（被保険者）

【目的】健診受診率の向上

【概要】事業主の法定健診時に実施し健診

結果を共有。

被保険者 全て 男女 40 ～ 74
基準対

象者
3 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。

事業所に未実施管理依頼。

（実施率90％以上）

加入者の健康維持。

（情報提供群から特定保健

指導群に移行する人を10％

以内に抑える）

1

既

存

(

法

定

)

特定健康診査

（任意継続被保険者）

【目的】健診受診率の向上

【概要】在職中の健診項目と同等実施。

WEB上で案内。

被保険者 全て 男女 40 ～ 74
基準対

象者
3

WEB申込。

（オプションで婦人科がん検診、

婦人科アミノインデックス同時実

施）

現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 希望者に100％実施。 加入者の健康維持。

1

既

存

(

法

定

)

特定健康診査

（被扶養者）

【目的】健診受診率の向上

【概要】被保険者と健診項目と同等実施。

被保険者を通じた受診案内送付。

未受診被扶養者に対し個別受診案内実

施。

被保険者 全て 男女 40 ～ 74 全員 1

現行の取り組みを継続。

紙面の他、WEB申込窓口拡大。

（オプションで婦人科がん検診、

婦人科アミノインデックス同時実

施）

現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 被扶養者受診率80%以上

維持。

加入者の健康維持。

（情報提供群から特定保健

指導群に移行する人を10％

以内に抑える）

特

定

保

健

指

導

事

業

3

既

存

(

法

定

)

特定保健指導

【目的】メタボリックシンドローム該当者の減少

【概要】メタボリックシンドローム該当者と予備

軍への個別面談による特定保健指導の実

施。

被保険者

被扶養者
全て 男女 40 ～ 74

基準対

象者
1

現行の取り組みを継続。

（深夜帯の保健指導、体成分測

定、指導メニューの多様化、ICT

面談）

現行の取り組みに加え、新規

該当者の指導を強化。
取り組みを継続。

新規対象者の指導実施

50%以上。

改善率30%維持。

加入者の健康改善。

（情報提供群を70％以上

維持）

1
既

存
事業所健康診断補助

【目的】加入者の健診実施

【概要】法定健診項目に人間ドックと同等の

項目を付加し、自己健康管理を促す。

被保険者 全て 男女 18 ～ 74 全員 1

現行の取り組みを継続

（便潜血やＰＳＡ、胃部レントゲ

ン等のがん検診含む）

現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 － －

1
既

存
被扶養者健診

【目的】加入者の健診実施

【概要】特定健診対象を除く35歳以上被扶

養者に、被保険者と同等の健診を実施し、

自己健康管理を促す。

被扶養者 全て 男女 35 ～ 39
基準対

象者
1

現行の取り組みを継続

紙面の他、WEB申込窓口拡大。

（オプションで婦人科がん検診、

婦人科アミノインデックス実施）

現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 希望者に100％実施 加入者の健康維持。

1
既

存
任意継続被保険者健診

【目的】加入者の健診実施

【概要】特定健診対象を除く任意継続被保

険者の自己健康管理を促す。

被保険者 全て 男女 18 ～ 39 全員 1

現行の取り組みを継続

WEB申込。

（オプションで婦人科がん検診、

婦人科アミノインデックス実施）

現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 希望者に100％実施 加入者の健康維持。

特

定

健

康

診

査

事

業

疾

病

予

防

個別の事業
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28459 - エスアールエルグループ健康保険組合

資格
対象

事業所
性別 対象者 平成27年度 平成28年度 平成29年度 アウトプット アウトカム年齢

目標（達成時期　：　平成29年度末）
予算

科目
事業名 事業の目的および概要

注２)

実施

主体

対象者 実施計画注１)

事業

分類

STEP３ 保健事業の実施計画 「全健保組合共通様式」 

1
既

存

がん検診

（被保険者）

【目的】がん検診の実施

【概要】35歳以上被保険者の希望者に、乳

がん、子宮がん、肺がん検診実施。

被保険者 全て 男女 35 ～ 74
基準該

当者
1 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 希望者に100％実施 加入者の健康維持。

1
既

存

がん検診

（任意継続被保険者、

被扶養者）

【目的】がん検診の実施

【概要】通常健診時にオプションで希望者に

選択実施。

被保険者

被扶養者
全て 男女 35 ～ 74

基準該

当者
1 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 － －

1
既

存
がん検診項目の拡大

【目的】がん検診の実施

【概要】胃がん原因に着目したがん検診項目

の拡大

被保険者

被扶養者
全て 男女 45 ～ 74

基準対

象者
1

疾病傾向に合わせ、ピロリ菌検査

を導入する。
現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 希望者に100％実施 加入者の健康維持。

1
既

存
人間ドック

【目的】人間ドックの実施

【概要】40歳以上5歳刻みの区切り年齢に

該当した方に実施。健康の振り返りを促すも

の。

被保険者 全て 男女 40 ～ 70 全員 1 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 希望者に100％実施 加入者の健康維持。

3
既

存
歯科健診

【目的】口腔保健指導の実施

【概要】歯石除去、口腔の清掃、衛生教育、

ブラッシング指導を実施。口腔の健康意識向

上につなげる取り組み。

被保険者
一部の

事業所
男女 18 ～ 74 全員 1 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 希望者に100％実施 加入者の健康維持。

3
既

存
教育入院

【目的】メタボ系高リスク者の教育入院実施

【概要】メタボ重症化傾向対象者に、2泊3

日もしくは1週間の入院を促す。期間中は医

師の管理のもと、治療及び食事指導、運動

指導などを受ける。入院を契機に意識を変革

させる。

被保険者

被扶養者
全て 男女 40 ～ 74

基準対

象者
3

モデル事業所に協力を得て、健康

フェアと連動して対象者に実施を

促す。

取り組みを継続。 取り組みを継続。 選定対象者の20％に実施。

実施者の重症化新規発症

の防止。（実施者からは新

規発症ゼロ）

4
既

存
健康教室

【目的】夫婦メタボへの家族プログラム実施

【概要】家族そろってメタボ基礎患者の夫婦は

重症化のリスクが高い傾向にあり、大学教授

監修の運動・食事指導プラグラムに通わせ

る。夫婦ともに意識と生活改善を促す。

被保険者

被扶養者

一部の

事業所
男女 40 ～ 74

基準対

象者
3

モデル事業所に協力を得て、健康

フェアと連動して対象者に実施を

促す。

取り組みを継続。 取り組みを継続。 選定対象者の20％に実施。

実施者の重症化新規発症

の防止。（実施者からは新

規発症ゼロ）

疾

病

予

防
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資格
対象

事業所
性別 対象者 平成27年度 平成28年度 平成29年度 アウトプット アウトカム年齢

目標（達成時期　：　平成29年度末）
予算

科目
事業名 事業の目的および概要

注２)

実施

主体

対象者 実施計画注１)

事業

分類

STEP３ 保健事業の実施計画 「全健保組合共通様式」 

3
既

存
訪問保健指導

【目的】メタボ系重症化予防保健指導実施

【概要】メタボリックシンドロームに関する指標

が要指導基準以上の対象者に対し、自宅に

訪問または電話で健康指導を行う。6ヶ月の

指導で意識と生活改善を促す。

被保険者

被扶養者
全て 男女 40 ～ 74

基準対

象者
3 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 対象者の50％以上に実施。

実施者の重症化新規発症

の防止。（実施者からは新

規発症ゼロ）

5
既

存
前期高齢者健康支援

【目的】前期高齢者の健康調査の実施

【概要】前期高齢者該当前を含む６３歳以

上の加入者を対象に、健康調査と電話相談

を実施。対象者の状態把握を行う。

被保険者

被扶養者
全て 男女 63 ～ 74

基準該

当者
3 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。

対象者の回答者を50％以上

回収する。
加入者の健康維持。

5
既

存
健康無料相談

【目的】健康相談窓口開設

【概要】無料電話により日常気になることや不

安を解決するための相談窓口を提供。

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74 全員 3 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。

医療、健康、育児等の電話に

よる健康相談を通年開設。
－

7
既

存
体育補助

【目的】運動実施時費用の補助

【概要】個人または団体のスポーツイベント等

参加補助の実施。

被保険者 全て 男女 18 ～ 74 全員 3 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 運動習慣の推奨。 －

4
既

存
ウォーキングラリー

【目的】ウォーキングラリーの実施

【概要】春と秋の2回、ウォーキングによる健康

行動支援を実施。達成歩数によりインセン

ティブポイント付与。

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 3

ポイント付与のイベントとして現行

の取り組みを継続。

ポイント付与のイベントとして

現行の取り組みを継続。

ポイント付与のイベントとして

現行の取り組みを継続。

メタボ基準新規該当者等、運

動プログラムの対象を選定し、

対象者には100％案内。

運動習慣の定着。

参加者500人。

そ

の

他

7
既

存
契約保養施設

【目的】加入者の心身の保養

【概要】契約保養施設の提供。契約事業者

割引窓口の案内。

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74 全員 3 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 現行の取り組みを継続。 － －

　注１）　１．健康診査 　　２．健康診査後の通知　　３．保健指導　　４．健康教育　　５．健康相談　　６．訪問指導　　７．その他

　注２）　１．健保組合　　２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用　　３．健保組合と事業主との共同事業

疾

病

予

防

体

育

奨

励
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